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労働行政助成金等一覧
　☆平成２９年４月１日現在　

【活用時】 【助成金名】 【助成の対象となる措置（抜粋）】 【助成の概要（抜粋）】 【所管】

離職を余儀なくされた労働者を離職日から３か
月以内に雇い入れる。

【通常助成】１人あたり３０万円
【優遇助成（注２）】１人あたり８０万円
（雇入れから６ヵ月経過後に４０万円、さらに６ヵ月
経過後に４０万円）
【優遇助成のうち採用１年後に賃金をアップした場
合】：１人あたり１００万円
（雇入れから６ヵ月経過後に４０万円、さらに６ヵ月
経過後に６０万円）

労働者の
雇用を図る

職業
対策課

雇用調整助成金
休業や教育訓練、出向を通じて労働者の雇用
を維持する。

休業手当支給額の１／２～２／３
教育訓練の場合の加算　１人１日１，２００円

事務
センター
（注１）

離職する
労働者の
再就職支
援を行う

労
働
移
動
支
援
助
成
金

Ⅰ　再就職支援コース
離職を余儀なくされる労働者の再就職を民間
職業紹介事業者に委託等して行う。

・委託開始時：１０万円（中小企業のみ）を助成
・再就職実現時：（委託費－訓練・グループワーク加
算）×１／２～１／４
（１人あたり上限６０万円）
・求職活動のための休暇を付与した場合、日額５，
０００円～８，０００円

Ⅲ　人材育成支援コース

Ⅱ　早期雇入れ支援コース

離職を余儀なくされた労働者を雇い入れ訓練
を行う。

【通常助成】
ＯＪＴ　訓練実施助成：１時間あたり８００円
ＯＦＦ－ＪＴ
　①賃金助成：１時間あたり９００円
　②訓練経費助成：（上限３０万）
【優遇助成（注２）】
ＯＪＴ　訓練実施助成：１時間あたり９００円
ＯＦＦ－ＪＴ
　①賃金助成：１時間あたり１，０００円
　②訓練経費助成：（上限４０万）
【優遇助成のうち採用１年後に賃金をアップした場
合】
ＯＪＴ　実施助成：１時間あたり１，０００円
ＯＦＦ－ＪＴ
　①賃金助成：１時間あたり１，１００円
　②訓練経費助成：（上限５０万）
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注１…事務センターとは「雇用調整助成金等事務センター」のこと。

離職する
労働者の
再就職支
援を行う

労
働
移
動
支
援
助
成
金

Ⅳ　移籍人材育成支援コース 移籍で受け入れた労働者に訓練を行う。

【通常助成】
ＯＪＴ　訓練実施助成：１時間あたり８００円
ＯＦＦ－ＪＴ
　①賃金助成：１時間あたり９００円
　②訓練経費助成：（上限３０万）
【優遇助成（注２）】
ＯＪＴ　訓練実施助成：１時間あたり９００円
ＯＦＦ－ＪＴ
　①賃金助成：１時間あたり１，０００円
　②訓練経費助成：（上限４０万）
【優遇助成のうち採用１年後に賃金をアップした
場合】
ＯＪＴ　訓練実施助成：１時間あたり１，０００円
ＯＦＦ－ＪＴ
　①賃金助成：１時間あたり１，１００円
　②訓練経費助成：（上限５０万）

Ⅴ　中途採用拡大コース

中途採用者の雇用管理制度を整備した上で
中途採用者の採用を拡大（①中途採用率の向
上または②４５歳以上を初めて雇用）し生産性
を向上させた場合。

【①の場合:】５０万円
【②の場合:】６０万円

注２…優遇助成は成長性に係る一定の基準に合致する事業所の事業主が、事業再編等を行う事業所から離職者を雇入れた場合に該当。

職業
対策課
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職業
対策課

事務
センター
（注１）

事務
センター
（注１）

Ⅲ　被災者雇用開発コース
東日本大震災の被災地域におけ被災離職者
等を雇い入れる。

１人あたり
短時間以外　　５０万円～６０万円
短時間　　　　　３０万円～４０万円

Ⅳ　発達障害者・難治性疾患
患者雇用開発コース

手帳を所持していない発達障害者・難治性疾
患患者を雇い入れる。

１人あたり
短時間以外　　５０万円～１２０万円
短時間　　　　　３０万円～８０万円

新たに
労働者
を雇い
入れる

特
定
求
職
者

雇
用
開
発
助
成
金

Ⅰ　特定就職困難者コース
高年齢者（６０歳以上６５歳未満）・障害者・母
子家庭の母などの就職困難者を雇い入れる。

１人あたり
短時間以外　　５０万円～２４０万円
短時間　　　　　３０万円～　８０万円

Ⅱ　生涯現役コース ６５歳以上の高年齢者を雇い入れる。
１人あたり
短時間以外　　６０万円～７０万円
短時間　　　　　４０万円～５０万円

Ⅶ　長期不安定雇用者雇用開
発コース

いわゆる就職氷河期に就職の機会を逃したこと
等により長期にわたり不安定雇用を繰り返す者
（※）を正規雇用労働者として雇い入れる。
(※）次のいずれにも該当する者
①雇入れ日現在の満年齢が３５歳以上６０歳未
満の者
②雇い入れ日の前日から起算して過去１０年間
に５回以上離職または転職を繰り返している者

１人あたり５０万円～６０万円

Ⅷ　生活保護受給者等雇用開
発コース

地方公共団体からハローワークに対し就労支
援の要請がなされた生活保護受給者等を継
続して雇用する労働者として雇い入れる。

１人あたり
短時間以外　　５０万円～６０万円
短時間　　　　　３０万円～４０万円

Ⅴ　三年以内既卒者等採用定
着コース

既卒者・中退者を新卒求人で、通常の労働者
として、初めて雇い入れる。

【既卒者等コース】３５万円～７０万円
【高校中退者コース】４０万円～８０万円
※各コース上限１名、ユースエール企業は１０
万円加算

Ⅵ　障害者初回雇用コース
中小企業において障害者を初めて雇い入れ、
法定雇用率を達成した。

１２０万円

労働行政助成金等一覧
　☆平成２９年４月１日現在　

【活用時】 【助成金名】 【助成の対象となる措置（抜粋）】 【助成の概要（抜粋）】 【所管】
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注１…事務センターとは「雇用調整助成金等事務センター」のこと。

新たに
労働者
を雇い
入れる

中小企業障害者多数雇用施設設置等
助成金

施設設備（３，０００万円以上）をして障害者を
５人以上雇い入れる。

１，０００万円～３，０００万円
職業

対策課

地
域
雇
用
開
発

助
成
金

Ⅰ　地域雇用開発コース
雇用情勢が特に厳しい地域で、事業所を設置
整備して労働者を雇い入れる。
（平成２９年度は、福島県全域が対象）

事業所の設置・整備費用、増加した支給対象
者数に応じ、４８万円～７６０万円
※生産性要件を満たす場合は、６０万円～９６
０万円

障害者を試行的・段階的に雇い入れる。

１人につき月額４万円（最長３ヵ月）
過去３年間に精神障害者を雇い入れたことが
ない事業主が、精神障害者を雇い入れる場合
は月額８万円

精神障害者・発達障害者で週の労働時間が１
０時間以上２０時間未満の者を、試行的・段階
的に雇い入れる。

１人につき月額２万円（３ヵ月～１２ヵ月）

Ⅱ　沖縄若年者雇用促進コー
ス

沖縄県内で事業所を設置整備して３５歳未満
の若年者を雇い入れる。

支給対象者に支払った賃金の１/４～１/３
（助成対象期間は１年間）

建
設
労
働

者
確
保
育

成
助
成
金

Ⅵ　若年・女性労働者向けトラ
イアル雇用助成コース

若年者まはた女性を建設技能労働者等として
一定期間試行雇用を行い、トライアル雇用奨
励金の支給を受けた中小建設事業主に対して
助成。

１人につき月額４万円（最長３ヵ月）

Ⅲ　障害者短時間トライアル
コース

ト
ラ
イ
ア
ル
雇
用
助
成
金

Ⅰ　一般トライアルコース
安定就業を希望する未経験者等、就職が困難
な求職者を試行的に雇い入れる。

１人につき月額４万円（最長３ヵ月）
母子母等、父子父、ユースエール企業が３５歳
未満の対象者をトライアル雇用対象者とした
場合は月額５万円

Ⅱ　障害者トライアルコース

事務
センター
（注１）

職業
対策課

起業する 生涯現役起業支援助成金

中高年齢者等が起業（ベンチャー企業の創
業）を行い、事業運営に必要となる労働者の
雇入れ（※１）を行う際に要した、雇用創出措
置（※２）に対して助成。
（※１）６０歳以上の者を１名以上、４０歳以上６
０歳未満の者を２名以上、または４０歳未満の
者を３名以上（４０歳以上６０歳未満の者を１名
雇入れる場合は４０歳未満の者を２名以上）
（※２）対象労働者の雇入れにあたり、事業主
が行うべき措置であって、募集及び採用並び
に教育訓練に関するもの。

【起業者が６０歳以上の場合】
　　　　助成率２／３（上限２００万円）
【企業者が４０歳～５９歳の場合】
　　　　助成率１／２（上限１５０万円）

職業
対策課
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Ⅱ　一般訓練コース
特定訓練コース以外の２０時間以上の訓練へ
助成

【賃金助成】１時間あたり３８０円
【訓練経費助成】実費相当額の３０％

※生産性要件を満たす場合
【賃金助成】１時間あたり４８０円
【訓練経費助成】実費相当額の４５％

Ⅲ　キャリア形成支援制度導
入コース

セルフ・キャリアドッグ制度、教育訓練休暇等
制度をを導入し、実施する。

【制度導入助成】４７．５万円

※生産性要件を満たす場合
【制度導入助成】６０万円

Ⅳ　職業能力検定制度導入
コース

労働行政助成金等一覧
　☆平成２９年４月１日現在　

【活用時】 【助成金名】 【助成の対象となる措置（抜粋）】 【助成の概要（抜粋）】 【所管】

労働者等
の職業能
力の向上

を図る

人
材
開
発
支
援
助
成
金

Ⅰ　特定訓練コース

ＯＪＴとＯｆｆ－ＪＴを組み合わせた訓練や若年者
に対する訓練、労働生産性の向上に資するな
どの訓練効果が高い１０時間以上の訓練へ助
成

【賃金助成】１時間あたり３８０円～７６０円
【訓練経費助成】実費相当額の３０％～４５％
【ＯＪＴ実施助成】１時間あたり３８０円～６６５円

※生産性要件を満たす場合
【賃金助成】１時間あたり４８０円～９６０円
【訓練経費助成】
※生産性要件を満たす場合または特定分野
認定実習併用職業訓練の場合は４５％～６
０％
※生産性要件を満たし、かつ、特定分野認定
実習併用職業訓練の場合は６０％～７５％
【ＯＪＴ実施助成】１時間あたり４８０円～８４０円

技能検定合格報奨金制度、社内検定制度、業
界検定制度導入し、実施する。

【制度導入助成】４７．５万円
※業界検定制度は経費助成２／３

※生産性要件を満たす場合
【制度導入助成】６０万円
※業界検定制度は経費助成２／３

職業
対策課
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【経費助成】
広域団体認定訓練助成金の支給または認定
訓練助成事業費補助金における補助対象経
費の１/６
【賃金助成】
１人あたり日額４，７５０円

※生産性要件を満たす場合
【賃金助成】
１人あたり日額６，０００円

労働者等
の職業能
力の向上

を図る 障害者職業能力開発助成金
障害者の職業能力の開発・向上のために、能
力開発訓練事業を行う

【施設設置費】支給対象費用の３／４
【運営費】支給対象費用の３／４
（重度障害者等は４／５）

建
設
労
働
者

確
保
育
成
助
成
金

Ⅰ　認定訓練コース
職業能力開発促進法による認定訓練を行った
中小建設事業主等又は建設労働者に認定訓
練を受講させた中小建設事業主に助成

キ
ャ
リ
ア
ア

ッ
プ
助
成
金

Ⅱ　人材育成コース 有期契約労働者等に対して職業訓練を行う

【ＯＦＦ－ＪＴ賃金助成】
　１時間あたり４７５円～７６０円
【ＯＦＦ－ＪＴ経費助成】
訓練時間数に応じて１人あたり
　実費相当額（７万～５０万）
【ＯＪＴ訓練実施助成】
　１時間あたり６６５円～７６０円

※生産性要件を満たす場合
【ＯＦＦ－ＪＴ賃金助成】
　１時間あたり６００円～９６０円
【ＯＪＴ訓練実施助成】
　１時間あたり８４０円～９６０円

職業
対策課
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労働者等
の職業能
力の向上

を図る

建
設
労
働
者

確
保
育
成
助
成
金

Ⅱ　技能実習コース
建設労働者に技能実習を受講させた建設事
業主または建設事業主団体に助成

【経費助成（建設事業主）】
①２０人以下の中小建設事業主：支給対象費
用の３／４（被災三県は１０／１０）
②２１人以上の中小建設事業主：支給対象費
用の３／５（被災三県は４／５）
③中小建設事業主以外の建設事業主：支給
対象費用の９／２０（女性の建設労働者に技
能実習を受講させた場合に限る）

【経費助成（建設事業主団体）】
①中小建設事業主団体：支給対象費用の４／
５（被災三県は１０／１０）
②中小建設事業主団体以外の建設事業主団
体：支給対象費用の１／２（女性の建設労働者
に技能実習を受講させた場合に限る）

【賃金助成】
①２０人以下の中小建設事業主：１人あたり日
額７，６００円
②２１人以上の中小建設事業主：１人あたり日
額６，６５０円

※生産性要件を満たす場合
【経費助成（建設事業主）】
①２０人以下の中小建設事業主：支給対象費
用の９／１０（被災三県は１０／１０）
②２１人以上の中小建設事業主：支給対象費
用の３／４（被災三県は４／５）
③中小建設事業主以外の建設事業主：支給
対象費用の３／５（女性の建設労働者に技能
実習を受講させた場合に限る）

【賃金助成】
①２０人以下の中小建設事業主：１人あたり日
額９，６００円
②２１人以上の中小建設事業主：１人あたり日
額８，４００円

職業
対策課
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【活用時】 【助成金名】 【助成の対象となる措置（抜粋）】 【助成の概要（抜粋）】 【所管】

仕事と
家庭の

両立支援
に取り組む

両
立
支
援
等
助
成
金

出生時両立支援コース

平成２８年４月１日以降に男性労働者が育児
休業を取得しやすい職場風土づくりの取組を
行っている。
平成２８年４月２日以降に男性労働者に一定
期間の連続した育児休業を取得させる。

中小企業　　　　５７万円
※生産性要件を満たす場合　７２万円

中小企業以外　２８．５万円
※生産性要件を満たす場合　３６万円

２人目以降　１４．２５万円
※生産性要件を満たす場合　１８万円

（１事業主あたり１年度において１人まで）

育
児
休
業
等
支
援
コ
ー
ス

代替要員確保時
対象：中小企業

育休取得者の代替要員を確保する。
育休終了後に原職等に復帰させる。

１人あたり４７．５万円
※生産性要件を満たす場合　６０万円

育児休業取得者が期間雇用者の場合９．５万円を
加算。
※生産性要件を満たす場合　１２万円を加算。
（１事業主あたり５年間、１年度あたり１０人まで）

育休取得時(a)
対象：中小企業

育休（産休）開始前に本人と面談を実施した上
で、円滑な育休取得及び職場復帰を支援する
「育休復帰支援プラン」を策定及び導入する。
プランに沿って育休を取得させる。

(a)、(b)それぞれ１人あたり２８．５万円
※生産性要件を満たす場合　３６万円

【職場支援加算】
育休取得者の業務を代替する職場の労働者に、業
務代替手当等を支給するとともに、残業抑制のた
めの業務見直し等の取組をした場合に(b)に１９万
円を加算
※生産性要件を満たす場合　２４万円を加算
(b)は(a)と同一の育休取得者が対象となる。

（１企業あたり有期雇用者１人、無期雇用者１人の
計２人まで）

職場復帰時(b)
対象：中小企業

育休復帰支援プランに沿って育休中に職場の
情報・資料等の提供を行う。
育休終了前後に本人と面談を実施した上で、
原職等に復帰させる。

介護離職防止支援コース

仕事と介護の両立に関する職場環境整備の
取組を行う。
(a)介護休業や(b)介護制度（介護短時間勤務
等）開始前に本人と面談を実施した上で「介護
支援プラン」を策定及び導入する。
プランに沿って(a)又は(b)の制度を取得させ
る。

中小企業
(a)５７万円、(b)２８．５万円
※生産性要件を満たす場合
(a)７２万円、(b)３６万円

中小企業以外
(a)３８万円、(b)１９万円
※生産性要件を満たす場合
(a)４８万円、(b)２４万円

（１企業あたり(a)(b)それぞれ有期雇用者１人、無期
雇用者１人の計２人まで）

労働行政助成金等一覧
　☆平成２９年４月１日現在　

雇用環境・
均等室
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仕事と
家庭の

両立支援
に取り組む

両
立
支
援
等
助
成
金

再雇用者評価処遇コース

妊娠、出産、育児又は介護を理由に退職した
者が就労可能になった時に復職でき、退職前
の勤務経験等を適切に評価し配置・処遇がさ
れる再雇用制度を新規に導入する。
その上で再雇用を希望する労働者を採用す
る。

採用後の雇用が６か月継続した時点及び１年継
続した時点で以下の額をそれぞれ支給する。

中小企業
　　　　　１人目　　１９万円
　　 ２～５人目　　１４．２５万円
※生産性要件を満たす場合
　　　　　１人目　　２４万円
　　 ２～５人目　　１８万円

中小企業以外
　　　　　１人目　　１４．２５万円
　　 ２～５人目　　９．５万円
※生産性要件を満たす場合
　　　　　１人目　　１８万円
　　 ２～５人目　　１２万円

女
性
活
躍
加
速
化
コ
ー
ス

【Ａコース】
（常用労働者数が３００
人以下の事業主のみ対
象）

女性活躍推進法に基づき、女性正社員に関す
る「取組目標」及び「数値目標」を盛り込んだ行
動計画を策定し、取組目標を達成する。

２８．５万円
※生産性要件を満たす場合　３６万円

（１事業主あたり１回限り）

【Ｎコース】
上記「取組目標」を達成後、３年以内に「数値
目標」を達成する。

【常用労働者数が３００人以下の企業】
　　　　　　２８．５万円
※生産性要件を満たす場合　３６万円

行動計画に盛り込んだ取り組みを実施した結
果、管理職に占める女性労働者の割合が上昇
し、申請時点において１５％以上となった場合
　　　　　　４７．５万円
※生産性要件を満たす場合　６０万円

【常用労働者数が３００人を超える企業】
数値目標の達成に加え、行動計画に盛り込んだ
取り組みを実施した結果、管理職に占める女性
労働者の割合が上昇し、申請時点において産業
平均値の１．３倍以上となった場合
　　　　　　２８．５万円
※生産性要件を満たす場合　３６万円

（１事業主あたり１回限り）

雇用環境・
均等室
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労働行政助成金等一覧
　☆平成２９年４月１日現在　

【活用時】 【助成金名】 【助成の対象となる措置（抜粋）】 【助成の概要（抜粋）】 【所管】

障害者が
働き続け
られるよう
支援する

障
害
者
雇
用
安
定
助
成
金

Ⅰ　障害者職場定着支援コー
ス

障害特性に応じた雇用管理・雇用形態の見直しや
柔軟な働き方の工夫等の措置（①～⑥）を講じる事
業主に対して助成

①柔軟な時間管理・休暇取得
労働時間の調整や通院または入院のための特別
な有給休暇の付与を継続的に講じる

②短時間労働者の勤務時間延長
週の所定労働時間を延長する

③正規・無期転換
有期契約労働者を正規雇用労働者（※）または無
期雇用労働者に、無期雇用労働者を正規雇用労働
者（※）に転換する

※多様な正社員（勤務地・職務限定正社員、短時
間正社員）を含む

④職場支援員の配置
業務に必要な援助や指導を行う職場支援員（※）を
配置する

※職場支援員1人が支援する対象労働者は3人を
上限

⑤職場復帰支援
職場復帰のために必要な職場適応の措置を行い、
中途障害者を職場復帰させる

⑥社内理解の促進
障害者の支援に関する知識等を習得させるための
講習を労働者に受講させる

①１人あたり６～８万円

②【身体・知的障害者（重度）、精神障害者】
１人あたり
２０未満→３０以上　４０万円～５４万円
２０未満→２０以上３０未満　２０万円～２７万円
２０以上３０未満→３０以上　２０万円～２７万円
　【上記以外の障害者】
１人あたり
２０未満→３０以上　３０万円～４０万円
２０未満→２０以上３０未満　１５万円～２０万円
２０以上３０未満→３０以上　１５万円～２０万円

③【身体・知的障害者（重度）、精神障害者】
１人あたり
有期→正規　９０万円～１２０万円
有期→無期　４５万円～６０万円
無期→正規　４５万円～６０万円
　【上記以外の障害者】
１人あたり
有期→正規　６７．５万円～９０万円
有期→無期　３３万円～４５万円
無期→正規　３３万円～４５万円

④【職場支援員を雇用契約または業務委託契約に
より配置】
１人あたり　月額３万円～４万円
短時間労働者は、月額１．５万円～２万円
※助成対象期間は2年間（精神障害者は3年間）を
上限
【職場支援員を委嘱契約により配置】
支援1回あたり1万円

⑤１人あたり　月額４．５万円～６万円
※助成対象期間は１年間を上限

⑥講習に要した費用に応じて助成
１事業所あたり
５万円以上～１０万円未満　２万円～３万円
１０万円以上～２０万円未満　４．５万円～６万円
２０万円以上　９万円～１２万円

職業
対策課
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【職場介助者の配置または委嘱】
支給対象費用の３／４
【職場介助者の配置または委嘱の継続措置】
支給対象費用の２／３
【手話通訳担当者の委嘱】
委嘱１回あたりの費用の３／４

重度障害者多数雇用事業所施設設置
等助成金

重度障害者を多数継続（１０人以上継続１年
以上）雇用する事業施設の整備等を実施す
る。

支給対象費用の２／３
（特例の場合３／４）

注３…機構とは「独立行政法人　高齢・障害・求職者雇用支援機構」のこと。

障害者が
働き続け
られるよう
支援する

障
害
者
雇
用
安
定
助
成
金

Ⅱ　障害者職場適応援助コー
ス

職場適応援助者による援助を必要とする障害
者のために、職場適応援助者による支援を実
施する

【職場適応援助者による支援】
①訪問型職場適応援助者
１日の支援時間が４時間以上の日１６，０００円
１日の支援時間が４時間未満の日８，０００円
　※助成対象期間は１年８ヵ月（精神障害者は２年
８ヵ月）が上限
②企業在籍型職場適応援助者
　１人あたり月額６万円～８万円
　短時間労働者は、月額３万円～４万円
　※助成対象期間は６ヵ月が上限

【職場適応援助者養成研修】
職場適応援助者養成研修受講料×１／２

Ⅲ　障害・治療と仕事の両立
支援制度助成コース

障害のある労働者または反復・継続して治療
が必要となる傷病を負った労働者の雇用維持
を図るため、労働者の障害や傷病の特性に応
じた治療と仕事のを両立させるための制度を
導入する。

【制度整備助成】１０万円

重度障害者等通勤対策助成金
障害者の障害特性に応じ通勤を容易にするた
めの措置を実施する。

支給対象費用の３／４

障害者作業施設設置等助成金
障害者の障害特性による就労上の課題を克
服する作業施設等を設置・整備する。

支給対象費用の２／３

障害者福祉施設設置等助成金
障害者の福祉の増進を図るための福祉施設
等を設置・整備する。

支給対象費用の１／３

障害者介助等助成金
障害者の障害特性に応じた適切な雇用管理
のために必要な介助者の配置等を実施する。

職業
対策課

機構
（注３）
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Ⅲ　保育労働者雇用管理制度
助成コース

賃金制度の整備を通じて従業員の離職率の低
下に取り組む保育事業主に行う。

【制度整備助成】５０万円
【目標達成助成】１回目：５７万円、２回目：８５．５万
円
目標達成助成は一定期間経過後に離職率低下目
標を達成した場合

※生産性要件を満たす場合
【目標達成助成】1回目：７２万円、２回目：１０８万円

Ⅳ　介護労働者雇用管理制度
助成コース

賃金制度の整備を通じて従業員の離職率の低
下に取り組む介護事業主に行う。

【制度整備助成】５０万円
【目標達成助成】1回目：５７万円、２回目：８５．５万
円
目標達成助成は一定期間経過後に離職率低下目
標を達成した場合

※生産性要件を満たす場合
【目標達成助成】1回目：７２万円、２回目：１０８万円

労働者の
処遇や

職場環境
の改善を

図る

職
場
定
着
支
援
助
成
金

Ⅰ　雇用管理制度助成コース

雇用管理制度（①評価・処遇制度②研修制度③
健康づくり制度④メンター制度⑤短時間正社員
制度）の導入を通じて離職率の低下に取り組む
事業主に行う。

【制度導入助成】各１０万円
①～④、⑤（保育事業主のみ）
【目標達成助成】５７万円
目標達成助成は一定期間経過後に離職率低下目
標を達成した場合

※生産性要件を満たす場合
【目標達成助成】７２万円

Ⅱ　介護福祉機器助成コース
介護労働者の身体的負担軽減のために新たな
介護福祉機器の導入等を通じて、従業員の離職
率の低下に取り組む介護事業主に行う。

【機器導入助成】支給対象費用の２５％（上限１５０
万円）
【目標達成助成】支給対象費用の２０％（上限１５０
万円）
目標達成助成は一定期間経過後に離職率低下目
標を達成した場合

※生産性要件を満たす場合
【目標達成助成】３５％（上限１５０万円）

Ⅴ　中小企業団体助成コース

都道府県知事に改善計画の認定を受けた事業
主団体であって、その構成員である中小企業の
人材確保や従業員の職場定着を支援するため
の事業を行う事業主団体に対して助成

事業の実施に要した支給対象経費の２／３
大規模認定組合等（構成中小企業者数５００以
上）：上限１，０００万円
中規模認定組合等（同１００以上５００未満）：上限８
００万円
小規模認定組合等（同１００未満）：上限６００万円

職業
対策課

労働行政助成金等一覧
　☆平成２９年４月１日現在　

【活用時】 【助成金名】 【助成の対象となる措置（抜粋）】 【助成の概要（抜粋）】 【所管】
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注３…機構とは「独立行政法人　高齢・障害・求職者雇用支援機構」のこと。

労働者の
処遇や

職場環境
の改善を

図る

人事評価改善等助成金
生産性向上に資する人事評価制度と賃金制
度を整備するすることを通じて、生産性向上を
図り、賃金アップと離職率の低下を実現する。

【制度整備助成】５０万円
【目標達成助成】８０万円

※目標達成助成は一定期間経過後、生産性
要件、賃金アップ、離職率低下目標を達成した
場合

職業
対策課

６
５
歳
超
雇
用
推
進
助
成
金

Ⅲ　高年齢者無期雇用転換
コース

５０歳以上で定年年齢未満の有期雇用労働者
を無期雇用に転換する。

1人あたり３８万円～４８万円

※生産性要件を満たす場合
1人につき４８万円～６０万円

受動喫煙防止対策助成金
事業場内の喫煙室以外での喫煙を禁止する
ために、喫煙室を設置などする取り組みを行
う。

喫煙室の整備に係る経費の１／２
（上限２００万円）

健康
安全課

Ⅰ　６５歳超継続雇用促進コー
ス

６５歳以上への定年の引き上げ、定年の定め
の廃止又は６６歳以上までの継続雇用制度を
導入する。

【①６５歳への定年の引上げ】１００万円
【②６６歳以上への定年の引上げまたは定年
の定めの廃止】１２０万円
【③希望者全員を６６歳～６９歳の年齢まで継
続雇用する制度導入】６０万円
【④希望者全員を７０歳以上まで継続雇用する
制度導入】８０万円
※定年引上げと継続雇用制度の導入を合わ
せて実施した場合、支給額は定年引上げを実
施した際の額

Ⅱ　高年齢者雇用環境整備支
援コース

高年齢者の雇用環境整備の措置を実施する
事業主に対して助成

次の①～②のいずれかの措置
①機械設備、作業方法、作業環境の導入また
は改善による既存の職場または職務における
高年齢者の雇用機会の増大

②高年齢者の雇用機会を増大するための雇
用管理制度の導入または見直し及び健康診
断を実施するための制度をの導入

支給対象経費の４５％～６０％と６０歳以上の
雇用保険被保険者数に２８．５万円を乗じて得
た額を比較して低い方の額（上限１，０００万
円）

※生産性要件を満たす場合
支給対象経費の６０％～７５％と６０歳以上の
雇用保険被保険者数に３６万円を乗じて得た
額を比較して低い方の額（上限１，０００万円）

機構
（注３）
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労働者の
処遇や

職場環境
の改善を

図る
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金

Ⅰ　正社員化コース
有期契約労働者等を正規雇用労働者等に転
換又は直接雇用する。

①有期→正規　　　４２．７５万円～５７万円
②有期→無期　　　２１．３７５万円～２８．５万円
③無期→正規　　　２１．３７５万円～２８．５万円

※生産性要件を満たす場合
①有期→正規　　　５４万円～７２万円
②有期→無期　　　２７万円～３６万円
③無期→正規　　　２７万円～３６万円
（いずれも１人あたり）
対象労働者が母子家庭の母等の場合加算あり。
正規には「多様な正社員（勤務地・職務限定正社
員、短時間正社員）」を含む

Ⅲ　賃金規定等改定コース

有期契約労働者等の賃金規定等を増額改定
（※）し、昇給を図る。

※賃金規定等を２％以上増額改定

対象労働者数により増減
①すべての有期契約労働者等の賃金規定等を改
定
　　　１人～３人：７１，２５０円～９５，０００円
　　　４人～６人：１４．２５万円～１９万円
　　７人～１０人：１９万円～２８．５万円
１１人～１００人：１人あたり１９，０００円～
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２８，５００円

②一部の有期契約労働者等の改定
　　　１人～３人：３３，２５０円～４７，５００円
　　　４人～６人：７１，２５０円～９５，０００円
　　７人～１０人：９５，０００円～１４．２５万円
１１人～１００人：１人あたり９，５００円～
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１４，２５０円

※生産性要件を満たす場合
対象労働者数により増減
①すべての有期契約労働者等の賃金規定等を改
定
　　　１人～３人：９万円～１２万円
　　　４人～６人：１８万円～２４万円
　　７人～１０人：２４万円～３６万円
１１人～１００人：１人あたり２４，０００円～
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３６，０００円

②一部の有期契約労働者等の改定
　　　１人～３人：４２，０００円～６０，０００円
　　　４人～６人：９万円～１２万円
　　７人～１０人：１２万円～１８万円
１１人～１００人：１人あたり１２，０００円～
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１８，０００円

中小企業において３％以上増額改定した場合加算
あり
職務評価を活用して処遇改善した場合加算あり

職業
対策課
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Ⅶ　選択的適用拡大導入時処
遇改善コース

Ⅵ　諸手当制度共通化コース

職業
対策課

労働者の
処遇や

職場環境
の改善を

図る

キ
ャ
リ
ア
ア

ッ
プ
助
成
金

Ⅳ　健康診断制度コース
　有期契約労働者等に法定外の健康診断制度
を新たに規定・実施する。

１事業所あたり２８．５万円～３８万円
※生産性要件を満たす場合
１事業所あたり３６万円～４８万円

Ⅴ　賃金規定等共通化コース
　有期契約労働者等に正規雇用労働者と共通
の賃金規定等を新たに規定・適用する。

１事業所あたり４２．７５万円～５７万円
※生産性要件を満たす場合
１事業所あたり５４万円～７２万円

Ⅷ　短時間労働者労働時間延
長コース

短時間労働者の週所定労働時間を延長し、社会
保険適用する。

【週所定労働時間を５時間以上延長した場合】
１人あたり１４．２５万円～１９万円

【上記ⅢまたはⅦのコースと併せて労働者の手取り
収入が減少しないように週所定労働時間を１時間
以上５時間未満延長した場合】　１人あたり
１時間以上２時間未満：２８，５００円～
　　　　　　　　　　　　　　　　　　３８，０００円
２時間以上３時間未満：５７，０００円～
　　　　　　　　　　　　　　　　　　７６，０００円
３時間以上４時間未満：８５，５００円～
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１．４万円
４時間以上５時間未満：１１．４万円～
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５．２万円

※生産性要件を満たす場合
１時間以上２時間未満：３６，０００円～
　　　　　　　　　　　　　　　　　　４８，０００円
２時間以上３時間未満：７２，０００円～
　　　　　　　　　　　　　　　　　　９６，０００円
３時間以上４時間未満：１０．８万円～
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１４．４万円
４時間以上５時間未満：１４．４万円～
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１９．２万円

　有期契約労働者等に正規雇用労働者と共通
の諸手当制度等を新たに規定・適用する。

１事業所あたり２８．５万円～３８万円
※生産性要件を満たす場合
１事業所あたり３６万円～４８万円

５００人以下の企業で短時間労働者の社会保険
の適用拡大を導入する際に、有期契約労働者等
の賃金引上げを実施する

賃金引上げ割合に応じて、１人あたり
３％以上：１４，２５０円～１９，０００円
５％以上：２８，５００円～３８，０００円
７％以上：３３，２５０円～４７，５００円
１０％以上：５７，０００円～７６，０００円
１４％以上：７１，２５０～９５，０００円

※生産性要件を満たす場合
３％以上：１８，０００円～２４，０００円
５％以上：３６，０００円～４８，０００円
７％以上：４２，０００円～６０，０００円
１０％以上：７２，０００円～９６，０００円
１４％以上：９０，０００円～１２万円
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Ⅶ　建設広域教育訓練コース

Ⅸ　女性専用作業員施設設置
助成コース

中小元方建設事業主が自ら施工管理する建
設工事現場に女性専用作業員施設を賃借す
る。

支給対象経費の３／５

※生産性要件を満たす場合
支給対象経費の３／４

通年雇用奨励金 季節労働者を通年雇用する。

①新規継続労働者　賃金の２／３
　（年額上限７１万円）
②継続、再継続労働者　賃金の１／２
　（年間上限５４万円）
③移動就労経費
　事業主が負担した経費の合計について対象
者
１人について移動距離に応じ３万円～１５万円

労働者の
処遇や

職場環境
の改善を

図る

建
設
労
働
者
確
保
育
成
助
成
金

Ⅲ　雇用管理制度助成コース

Ⅷ　作業員宿舎等設置助成
コース

中小建設事業主が被災地三県に所在する作
業員宿舎、作業員施設、賃貸住宅を賃借す
る。

支給対象経費の２／３

Ⅳ　登録基幹技能者の処遇向
上支援助成コース

中小建設事業主が雇用する登録基幹技能者
の賃金テーブル又は資格手当を増額改定す
る。

１人あたり年額９．５万円　最大３年間

※生産性要件を満たす場合
１人あたり年額１２万円　最大３年間

Ⅴ　若年者及び女性に魅力あ
る職場づくり事業コース

建設事業主又は建設事業主団体が若年者及
び女性の入職や定着を図ることを目的とした
事業を行う。

【建設事業主】
支給対象経費の９／２０～３／５
【建設事業主団体】
支給対象経費の１／２～２／３

※生産性要件を満たす場合
【建設事業主】
支給対象経費の３／５～３／４

職場定着支援助成金（雇用管理制度助成コー
ス）の制度導入助成及び目標達成助成を受
け、本助成コースが定める若年者および女性
の入職率に係る目標を達成した中小建設事業
主。

【入職率に係る目標達成助成】
１回目：５７万円、２回目：８５．５万円

※生産性要件を満たす場合
１回目：７２万円、２回目：１０８万円

職業訓練法人が、建設工事における作業に係
る職業訓練の推進のための活動や、認定訓
練の実施に必要な施設や設備または整備を
実施する広域的職業訓練を実施する。

【推進活動経費助成】支給対象経費の２／３

【施設設備等経費助成】支給対象経費の１／２

職業
対策課

職業
安定課
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Ⅳ　【勤務間インターバル導入
コース】

対象：勤務間インターバル制度を
新規導入、制度の適用範囲を拡
大、または時間延長を行う中小企
業

＜新規導入＞
勤務間インターバルを導入していない事業場が新規導入
する。
＜適用範囲拡大＞
既に休息時間が９時間以上の勤務間インターバルを導
入している事業場であって、その対象が所属労働者の半
数以下であるものについて、適用範囲を拡大し対象者を
半数超とする。
＜時間延長＞
既に休息時間が９時間未満の勤務間インターバルを導
入している事業場において、所属労働者の半数超を対象
とし休息時間数を２時間以上延長し９時間以上とする。

Ⅲ　【時間外労働上限設定
コース】
対象：限度基準を超える時間数で
の３６協定を締結している事業場
を有する中小企業

Ⅱ　【所定労働時間短縮コース】
対象：商業、映画・演劇業、保健衛
生業、接客娯楽業であり、事業場規
模１０人未満の所定労働時間が週
４０時間を超え週４４時間以下の事
業場を有する中小企業

Ⅴ　【テレワークコース】
対象：テレワークを新規導入する
又は継続活用する中小企業

※テレワークコースに関する問合
わせ・申請先は「テレワーク相談
センター」となります。

１．対象労働者全員に評価期間に１回以上、在
宅又はサテライトオフィスにおいてテレワークを
実施させる。

２．評価期間において、テレワークの実施日数の
週間平均を１日以上とする。

労働者の
処遇や

職場環境
の改善を

図る

業
務
改
善
助
成
金

【３０円コース】
事業場内最低賃金　７５０円未満
【４０円コース】
事業場内最低賃金　８００円未満
【６０円コース】
事業場内最低賃金　１０００円未満
【９０円コース】【１２０円コース】
事業場内最低賃金
８００円以上１０００円未満
対象：中小企業

①事業場内における最も低い賃金（事業場内最
低賃金）を一定額（３０円、４０円、６０円、９０円、
１２０円）以上引上げる。

②賃金引上げを行うため、生産性向上・労働能
率の増進を目的として、設備・機器の導入、外部
専門家によるコンサルティング、研修・教育訓練
等を行う。

労働基準法第３６条第１項の規定によって延長
した労働時間数を短縮して、限度基準以下の上
限設定を行う。

取組に要した費用の３/４
上限５０万円
（申請期限：平成２９年１２月１５日）

業務改善経費の７／１０～３／４
※生産性要件を満たす場合　３／４～４／５

上限は引上げ額に応じ　５０万～２００万円
（１事業場あたり同一年度内において１回限り）

職
場
意
識
改
善
助
成
金

Ⅰ　【職場環境改善コース】
対象：年次有給休暇の年間平均取
得日数が13日以下であって、月間
平均所定外労働時間数が１０時間
以上の事業場を有する中小企業

以下１、２の達成
１．年次有給休暇の年間平均取得日数を４日以
上増加させる。
２．月間平均所定外労働時間数を５時間以上削
減させる。

成果目標の達成状況に応じて助成率を決定
取組に要した経費の１／２～３／４
上限６７万円～１００万円
（申請期限：平成２９年１０月１６日）

成果目標の達成状況に応じて助成率を決定
取組に要した経費の１／２～３／４

１人あたり　　 上限１０万円～１５万円
１企業あたり　上限１００万円～１５０万円
（申請期限：平成２９年１２月１日）

週所定労働時間を２時間以上短縮して、４０時間
以下とする。

取組に要した費用の３／４
上限５０万円
（申請期限：平成２９年１２月１５日）

テレワーク
相談

センター

取組に要した経費の３／４

＜新規導入＞
休息時間数が
　　９時間以上１１時間未満　　上限４０万円
　　　　　　　　　 １１時間以上　　上限５０万円
＜適用範囲拡大・時間延長＞
休息時間数が
　　９時間以上１１時間未満　　上限２０万円
　　　　　　　　　 １１時間以上　　上限２５万円
（申請期限：平成２９年１２月１５日）

雇用環境・
均等室
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職業対策課
（合同庁舎４階）

雇用環境・均等室
（合同庁舎５階）

健康安全課
（合同庁舎５階）

 　〒９６０－８０２１
 　福島市霞町１－４６
　 福島合同庁舎

℡０２４－５２９－５６８１

℡０２４－５２６－１５１０

℡０１２０－９１－６４７９

独立行政法人
高齢・障害・求職者雇用支援機構
福島支部

テレワーク相談センター

　　　　〒９６０－８０５４
　　　　福島市三河北町７－１４
　　　　福島職業能力開発促進センター内

　　　　〒１０１－００６２
　　　　東京都千代田区神田駿河台１－８－１１
　　　　東京ＹＷＣＡ会館３階

℡０２４－５２９－５４０９

℡０２４－５３６－２７７７

℡０２４－５３６－４６０３

お問い合わせ先一覧

機　関　名　称 所　在　地 担当部署名 代表ダイヤル

〒９６０－８０５１
福島市曽根田町１０－２４

雇用調整助成金等
事務センター

福島労働局
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